
2023年度 2024年度 2025年度

主電動機・制御装置 【P2-5】 6編成分＜半蔵門線＞  －  －

TIS（車両制御情報管理装置） 【P6-7】 6編成分＜半蔵門線＞  －  －

補助電源装置 【P8-9】 6編成分＜半蔵門線＞  －  －

冷房装置 【P10-13】
9編成分＜東西線＞

6編成分＜半蔵門線＞
 －  －

補助電機装置 【P14-15】 6編成分＜半蔵門線＞  －  －

脱線検知装置 【P16-17】 6編成分＜半蔵門線＞  －  －

ATP（自動列車防護装置）
車上無線装置

【P18-19】
25編成分（※2）
＜半蔵門線＞

 －  －

車輪旋盤装置 【P20】  － 1台  －

レール（※1） 【P21-22】  － 52,100m 51,400m

分岐器 【P23-36】  －

内方分岐器
５０Ｎ　１６＃　１組

＜九段下駅＞

渡り線分岐器
５０Ｎ　１０＃　１組

＜九段下駅＞

片開き分岐器
５０Ｎ　１2＃　１組

＜九段下駅＞

可動式横取装置
５０Ｎ　8＃　１組
＜九段下駅＞

シーサスクロッシング
50N　１0#　１組

＜表参道駅＞

シーサスクロッシング
６０　１６＃　１組
＜小竹向原駅＞

渡り線分岐器
５０Ｎ　１０＃　2組

＜南砂町駅＞

軌道モーターカー（工務部用） 【P37-38】  － 4台(20t車) 2台(20t車)

架線検測用軌道モーターカー 【P39】 1台  －  －

ミリ波送信制御器・ミリ波送信機 【P40】
１式

＜丸ノ内線＞
 －  －

電子連動装置 【P41-42】
1式

＜半蔵門線＞
 －  －

初 　 版：2023年 4月 3日

　2023年度～2025年度の東京地下鉄株式会社における鉄道関係物品の主な政府調達（一般競争入札）予定を次のとおり公表する。
　なお、本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合
がある。

2023年度～2025年度　東京地下鉄株式会社における鉄道関係物品の
主な政府調達（一般競争入札）予定について

公告予定年度別の予定数量

※1：入札への参加にあたって、弊社が発行する製品認定書又はその他の証明書類の提出を求められる場合があります。製品認定書の発行手続又はその他の証明書類の取得手続には、1
年以上の時間を要する場合があり、入札公告以降に試験を開始すると競争参加できないおそれがあることから、弊社の一般入札案件への参加を検討されているお取引先様は、十分前
もってお問合せください。
※2：1案件として発注予定

分類 品目

車両関係品

軌道関係品

電気・信号通信
関係品

最終更新: ２０２３年 10月 2日

※2

1



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。 2

1. 公告予定年度・数量 2023年度：主電動機・制御装置 6編成分
（半蔵門線08系車両の大規模改良工事に伴う主電動機・制御装置の更新）

2. 主電動機製品仕様

(１） 概要 本装置は台車装架用の主電動機であり、電動車１車両に4台装備し、電車線電圧DC 1500 Vを駆動電圧とした下記
仕様を満たすVVVFインバータ装置により制御し、力行及び回生ブレーキ運転を行うものである。

(2) 方式 全密閉自然冷却方式同期電動機

(3) 主極数 6又は8

(4) 駆動方式 平行カルダン可とう歯車方式

(5) 加速度 0.92m/s2(3.3km/h/s)

(6) 減速度 常用（電空併用） 0.97m/s2(3.5km/h/s)
非常（空気ブレーキ）1.39m/s2(5.0km/h/s)

(7) 設計最高速度 110km/h

(8) 定格出力（1時間） 205kW相当（計画値）

(9) 絶縁 JIS E6103 Class 200 

(10) 規約効率 96%以上

(11) その他仕様 PGセンサレス・レゾルバレス

車両関係品＞主電動機・制御装置 （1/4）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。 3

3. 制御装置製品仕様

(1) 概要 本装置は、VVVF インバータ制御による総括自動制御方式とする。手動運転時、力行およびブレーキ主幹制御
器により定加減速度制御を行う。ブレーキは電空併用ブレーキを有し、電気ブレーキはVVVFインバータ方式に
よる電力回生インバータ方式でハンドル操作角度により定まる定減速度制御を行うこととする。また、ATO（自
動列車運転装置）運転時、力行及びブレーキはATO制御器からTIS（車両制御情報管理装置）を介し送られる連
続制御指令に対し、定加減速度制御を行うこととする。なお、TIS装置を基軸とした編成統括ブレンディング制
御*及び編成統括力行制御**に対応すること。

(2) 制御方式 VVVFインバータ方式

(3) 電気方式 DC 1500 V（最大DC1800V、最低DC900V）

(4) 設計最高速度 110km/h

(5) 加速度 0.92m/s2(3.3km/h/s) 
※電車線電圧DC1300V以上、定員荷重の2.5倍まで一定

(6) 減速度 常用（電空併用） 0.97m/s2(3.5km/h/s)
非常（空気ブレーキ）1.39m/s2(5.0km/h/s)
※電気ブレーキはTISによる編成統括ブレンディング制御方式*

(7) 主回路 インバータ方式 PWMインバータ(2レベル)
主回路素子 フルSiC素子モジュール
主電動機接続 力行・回生 1C1M制御（見込）

(8) 電流制御方式 レゾルバレス・PGセンサレス・ベクトル制御

(9) 群・ユニット開放
運転

1C1M x4群（見込）

(10) 冷却方式 自然冷却方式（パワーユニット・フィルターリアクトル含む）

車両関係品＞主電動機・制御装置 （2/4）

*TISが各ブレーキ受信装置より得た編成全体の必要ブレーキ量及び、各VVVF装置よりフィードバックされた編成全体の回生ブレーキ量の差
分を演算し、各ブレーキ受信装置に対し空制減算指令を送出する電空ブレンディング制御。

**力行軽負荷時に主電動機の高効率域を使用するために、編成全体の必要力行トルク量は変更せずに、各VVVF制御装置にて群数選択及び
ノッチ選択を行う制御。ATO制御器より得たノッチ指令及び選択力行指令をTISから各VVVF装置に伝達し、応答信号がTISへフィードバック
された場合、各VVVF制御装置にてノッチ指令の読み替えを行う。



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞主電動機・制御装置 （3/4）
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4. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

5. 必要書類・データ
*一部の資料は、入札段階
から提出を要求する場合が
ある

○主電動機
・周波数特性
・効率特性
・電流特性
・トルク特性 等

○制御装置
・走行シミュレーション（効率性評価）
・ノッチ曲線
・漏れ磁束シミュレーション
・加速性能特性
・架線電流特性
・誘導障害試験結果（自社線内、他相互直通先線内） 等

6. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

(1) 駆動装置 可とう軸歯形継手式及び１段減速歯車箱

(2) 歯車比 6.21（87/14）（計画値）

(3) 車輪径 780mm～860mm （計算値 820mm）

(4) 固定軸距 2100mm

(5) 群・ユニット開放
運転

1C1M x4群

(6)対TIS（車両制御
情報管理装置）伝送方式

RS485

(7) その他 既存台車、駆動装置に取付可能であること



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞主電動機・制御装置 （4/4）
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７. 路線条件

(1) 運行区間 16.8km 渋谷～押上（自社線内）
31.5km 中央林間～渋谷（自社線外）
50.2km 押上～南栗橋（自社線外）
46.5km 押上～久喜（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 35‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成（5M5T（見込））

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.3 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞TIS（車両制御情報管理装置） （1/2）

6

*TISが各ブレーキ受信装置より得た編成全体の必要ブレーキ量及び、各VVVF装置よりフィードバックされた編成全体の回生ブレーキ
量の差分を演算し、各ブレーキ受信装置に対し空制減算指令を送出する電空ブレンディング制御。

**力行軽負荷時に主電動機の高効率域を使用するために、編成全体の必要力行トルク量は変更せずに、各VVVF制御装置にて群数選択
及びノッチ選択を行う制御。ATO制御器より得たノッチ指令及び選択力行指令をTISから各VVVF装置に伝達し、応答信号がTISへ
フィードバックされた場合、各VVVF制御装置にてノッチ指令の読み替えを行う。

1. 公告予定年度・数量 2023年度：TIS・6編成分
（半蔵門線08系車両の大規模改良工事に伴うTIS（車両制御情報管理装置）の更新）

2. 製品仕様

(1) 概要 本装置は、車載の各機器の制御機能をソフトウェア論理と直列伝送線機能を用いて統合制御することにより機能を向
上させ、それらの機器で使用する情報の集中管理を行うとともに、この伝送線を利用して、力行・ブレーキ等の運転制
御指令の伝送、故障モニタ、機能検査、乗務員支援等の機能を有し、車両機能の向上や保守の効率化を図るものであ
る。

(2) 電源 DC100V（車上に設置された補助電源装置または蓄電池から供給される）

(3) 伝送方式 基幹伝送 10Mbps ベースバンド方式、機器間伝送 RS485、又はカレントループ

(4) 制御伝送 運転指令伝送、編成統括ブレンディング制御*、編成統括力行制御**、空気圧縮機起動制御、滑走抑制、ATO（自動列
車運転装置）過走防止ブレーキ 等

(5) モニタ伝送 故障表示、故障記録（ブレーキ､制御等）、乗車率 等
※参照：鉄道に関する技術上の基準を定める省令 第86条の2

(6) 乗務員支援機能 故障支援、空調温度調整、車内機器調整（空調装置、行先表示） 等

(7) 検査機能 出庫検査、検修支援 等

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 必要書類・データ ・絶縁抵抗試験結果（参照：JIS E 5006) 
・耐電圧試験結果（参照：JIS E 5006) 
・サージ試験結果（参照：JIS E 5006) 
・ノイズ試験結果（参照：JIS E 5006) 
・温度試験結果（参照：JIS E 5006) 
・振動試験結果（参照：JIS E 4031)
・性能試験結果（参照：JIS E 5006)   等



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞TIS（車両制御情報管理装置） （2/2）
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5. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

接続先機器 制御装置、補助電源装置、ブレーキ装置、ATC（自動列車制御装置）装置、ATO装置、空気圧縮機、戸閉装置、主幹制御
器、空調装置、表示装置、放送装置 等

6. 路線条件

(1) 運行区間 16.8km 渋谷～押上（自社線内）
31.5km 中央林間～渋谷（自社線外）
50.2km 押上～南栗橋（自社線外）
46.5km 押上～久喜（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 35‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成（5M5T（見込））

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.3 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞補助電源装置 （1/2）
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1. 公告予定年度・数量 2023年度：補助電源装置・6編成分
（半蔵門線08系車両の大規模改良工事に伴う電源装置の更新）

2. 製品仕様

(1) 概要 本装置は、架線電圧DC 1500 VからAC440Vへと変換し、負荷である冷房装置及び空気圧縮装置へ安定した電力
を供給するとともに、電源電圧変動に対し、安定した出力を確保し、このAC440Vを各種のトランス・整流装置に
よって単相AC200V・60Hz（室内灯、送風機等の負荷）、AC100V・60Hz（空調制御器、ブレーキヒータ等の負荷）
及びDC100V（制御装置、ブレーキ装置、その他機器の電源等の負荷）に変換・降圧し、それぞれの負荷装置に安定し
た電源供給をするものである。

(2) システム構成 2台（10両編成）

(3) 機能 受給電動機能
（編成内2台中1台の補助電源装置が重故障となった場合、健全に動作している補助電源装置のAC440V出力を自
動的に故障停止している補助電源装置へ受給電する。故障停止している補助電源装置の変圧器箱からAC200V、
DC100V、DC24V電源を供給する機能。）

(4) 主回路 インバータ方式（スイッチング部にSiCモジュールを使用）

(5) 冷却方式 自然冷却方式

(6) 制御電源 定格電圧DC100V

(7) 入力 定格電圧： DC 1500 V
電圧変動範囲：
動作保証（DC900V～DC1800V)、性能保証範囲(DC1150～1800V)

(8) 出力 定格容量：240kVA
定格電流：AC314A
負荷責務：100％連続、150％10秒

(9) 効率 95％以上（DC 1500 V入力、定格240kVA負荷時）

(10) 出力種別 種類 3相AC440V 単相AC200V 単相AC100V DC100V DC24V

定格出力 205kVA 14kVA 7.7kVA 16kW 1.2kW

電圧精度 ±5% +5%, -10% 同左 同左 27V±1.5V

周波数 60Hz±1% 同左 同左 ― ―



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞補助電源装置 （2/2）
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3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 必要書類・データ ・負荷容量計算書
・誘導障害試験結果（自社線内、他相互直通先線内）
・効率性評価書類 等

5. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

対TIS（車両制御情報
管理装置）伝送方式

RS485

6. 路線条件

(1) 運行区間 16.8km 渋谷～押上（自社線内）
31.5km 中央林間～渋谷（自社線外）
50.2km 押上～南栗橋（自社線外）
46.5km 押上～久喜（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 35‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成（5M5T（見込））

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.3 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞冷房装置 （1/4）
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1. 公告予定年度・数量 2023年度：冷房装置・9編成分
（東西線05系車両の大規模改良工事に伴う冷房装置の更新）

2. 製品仕様

(1) 概要 本装置は、屋根上集中型で、各車個別の空調制御器にて制御（圧縮機の台数制御並びに容量制御）するオン・オフ式で
あり、両先頭いずれかのTIS表示装置（別途手配）から入力された空調運転指令を空調制御器で受信し、冷房装置の運
転を行うものである。

(2) 冷房能力 58.0kW(50000kcal/h)/基・1基/両

(3) 電源 主回路 3相AC440V(60Hz)
制御回路 単相AC100V(60Hz)、DC100V

(4) 循環風量 120m3/min

(5) 冷媒 R407C 相当

(6) 重量 目標値 800kg以下/1基

(7) 機能 暖房制御機能、ロールフィルタ制御機能、モニタリング（記録）機能 等

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 必要書類・データ ・冷房能力試験結果
・振動試験
・冷媒漏れ試験
・防水試験
・騒音試験 等

5. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

対TIS
（車両制御情報管理
装置）伝送方式

RS485



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞冷房装置 （2/4）
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6. 路線条件

(1) 運行区間 30.8km 中野～西船橋（自社線内）
9.4km 中野～三鷹（自社線外）
6.1km 西船橋～津田沼（自社線外）

16.2km 西船橋～東葉勝田台（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 40‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成（4M6T（見込））

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.4 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞冷房装置 （3/4）
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1. 公告予定年度・数量 2023年度：冷房装置・6編成分
（半蔵門線08系車両の大規模改良工事に伴う冷房装置の更新）

2. 製品仕様

(1) 概要 本装置は、屋根上集中型で、各車個別の空調制御器にて制御（圧縮機の台数制御並びに容量制御）するオン・オフ式で
あり、両先頭いずれかのTIS表示装置（別途手配）から入力された空調運転指令を空調制御器で受信し、冷房装置の運
転を行うものである。

(2) 冷房能力 58.0kW(50000kcal/h)/基・1基/両

(3) 電源 主回路 3相AC440V(60Hz)
制御回路 単相AC100V(60Hz)、DC100V

(4) 循環風量 120m3/min

(5) 冷媒 R407C 相当

(6) 重量 目標値 800kg以下/1基

(7) 機能 暖房制御機能、ロールフィルタ制御機能、モニタリング（記録）機能 等

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 必要書類・データ ・冷房能力試験結果
・振動試験
・冷媒漏れ試験
・防水試験
・騒音試験 等

5. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

対TIS
（車両制御情報管理
装置）伝送方式

RS485



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞冷房装置 （4/4）
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6. 路線条件

(1) 運行区間 16.8km 渋谷～押上（自社線内）
31.5km 中央林間～渋谷（自社線外）
50.2km 押上～南栗橋（自社線外）
46.5km 押上～久喜（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 35‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成（5M5T（見込））

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.3 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞補助電機装置 （1/2）
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1. 公告予定年度・数量 2023年度：補助電機装置・6編成分
（半蔵門線08系車両の大規模改良工事に伴う補助電機装置の更新）

2. 製品仕様

(1) 概要 本装置は、車外の旅客及び乗務員への行先・運行番号等の情報表示するもので、別手配の車両制御情報管理装置
（TIS）から行先、運行、地点情報の伝送を受け、各車両の表示器で情報の表示を行うものである。高輝度ＬＥＤを使用
した正面行先表示器、正面運行表示器、側面行先表示器から構成される。

(2) 表示可能色 フルカラーまたはマルチカラー

(3) 電源 AC200V（側面行先表示器）、DC100V（正面行先表示器/正面運行表示器）

(4) 表示範囲(参考） 正面行先表示器 W960×H192
正面運行表示器 W288×H192
側面行先表示器 W448×H128

(5) LEDユニット ドット寸法 3mm以下
ドットピッチ 正面行先表示器/正面運行表示器 W6×H6mm以下

側面行先表示器 W4×H4mm以下
ドット数 正面行先表示器 W160×H32以上

正面運行表示器 W48×H32以上
側面行先表示器 W112×H32以上

(6) 機能 強制表示機能、表示削除機能、減光機能、表示切替機能等

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 必要書類・データ ・動作試験
・振動衝撃試験
・温度試験
・ノイズ試験
・連続通電試験 等



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞補助電機装置 （2/2）
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5. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

対TIS
（車両制御情報管理
装置）伝送方式

RS485

6. 路線条件

(1) 運行区間 16.8km 渋谷～押上（自社線内）
31.5km 中央林間～渋谷（自社線外）
50.2km 押上～南栗橋（自社線外）
46.5km 押上～久喜（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 35‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成（5M5T（見込））

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.3 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞脱線検知装置 （1/2）

16

1. 公告予定年度・数量 2023年度：脱線検知装置・6編成分
（半蔵門線08系車両の大規模改良工事に伴う脱線検知装置の新設）

2. 製品仕様

（1) 概要 本装置は、万が一脱線等が発生した場合に被害を最小限とするために、各車両に加速度センサ及び脱線検知制御器を
設置することで、車体の振動加速度を常時計測・演算し、所定の条件を満足した場合、速やかに当該列車を停止させる
信号及び、無線装置に対し防護発報を指令する信号を送信する装置である。

(2) 装置構成 加速度センサユニット、脱線検知制御器

(3) 各装置の機能

加速度センサ
ユニット

センサユニット1台につき、2個の上下振動加速度計を有し、出力は脱線検知制御器の2つのCPUに並列で入力され
ること。

脱線検知制御器 脱線判定機能：車輪がレールから逸脱・落下する際の下方向変位、及び道床上を走行する際の異常振動を元に脱線を
判定し、列車事故検知信号を出力する機能。
転覆判定機能：車体傾斜角を元に転覆を判定し、列車事故検知信号を出力する機能。
故障検知機能：故障と診断した場合は、故障信号を出力すること。故障信号出力後は、列車事故検知を出力しない回路
構成とすること。主な故障項目は次の通り；CPU系不一致、装置電源低電圧、加速度センサユニット出力異常、加速度
センサユニット－脱線検知制御器間通信伝送異常

(4) 定格

加速度センサ
ユニット

(1) 検知項目：上下振動加速度
(2)計測範囲：±2 G 以上
(3)分解能：0.2 x Vdd (V/G) 0.01 G 以下

(4)センサ数：2個/ユニット x2ユニット/両
(5)伝送方式：RS485（加速度センサユニット－脱線検知制御器間）
(6)外形寸法：W130mm以下、D70mm以下、H30mm以下（突出部除く）

脱線検知制御器 (1) 制御電源：DC100V+10, -30
(2)サンプリング周波数：200 Hz
(3)信号入出力：DC100V
(4)記録媒体：SSD、又はSDカード。耐用年数8年以上
(5)外形寸法：W230mm以下、D310mm以下、H70mm以下（突出部除く）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞脱線検知装置 （2/2）
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(5) 他機能 データ記録機能（装置起動時・故障検知時の動作ログデータ、
及び列車事故検知時前後の動作ログデータ及び各センサの加速度データ）

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 必要書類・データ 脱線・転覆判定条件（試運転結果、及び営業線測定結果にて検証すること）等

5. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

対TIS（車両制御情報
管理装置）伝送方式

RS485

6. 路線条件

(1) 運行区間 16.8km 渋谷～押上（自社線内）
31.5km 中央林間～渋谷（自社線外）
50.2km 押上～南栗橋（自社線外）
46.5km 押上～久喜（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 35‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成（5M5T（見込））

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.3 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。 18

1. 公告予定年度・数量 2023年度：ATP車上無線装置・25編成分
（半蔵門線08系車両（６編成分）及び18000系車両（19編成分）のATP搭載工事に伴うATP車上無線装置の新設）

2. 製品仕様

(1) 概要 本装置は、ATP地上装置とATP車上装置間を接続する無線装置である。無線接続は、第２世代省電力データ通信シス
テム無線局（ARIB STD-T66）に適合した無線システムにより行う。ATP地上無線装置とATP車上無線装置間は、
列車制御電文を常時伝送しATP車上装置に伝達することで列車制御システムを実現する。

(2) 車上無線局 ・周波数帯域 2.4 GHz 
・電源電圧 DC100V
・最大電力線密度 10mW/MHz
・最低受信感度 -95dBm/MHz
・１次変調方式 四位相偏移変調方式
・２次変調方式 直交周波数分割多重方式
・複信方式 時分割双方向伝送方式
・伝送速度 1Mbps以上
・冷却方式 自然空冷
・冗長構成 待機2重系
・電磁両立性 IEC62236-1及びIEC62236-4

(3) 車上無線制御部 ・電源電圧 DC100V±5%
・冗長構成 待機2重系＋前後2重系

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 必要書類・データ ・耐振動試験結果（引用：JIS E 4031:2013）
・耐衝撃試験結果（引用：JIS E 4031:2013） 等

5. 付帯条件（インターフェースなどの本装置に影響を及ぼす主な条件）

(1) 車上無線局 対他車上機器：RS485、又はイーサネット

(2) 車上無線制御部 対ATP車上装置：RS485
対他車上機器：100BASE-T、RS422またはRS485同等以上

車両関係品＞ATP （自動列車防護装置）車上無線装置 （1/2）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

車両関係品＞ATP （自動列車防護装置）車上無線装置 （2/2）
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6. 路線条件

(1) 運行区間 16.8km 渋谷～押上（自社線内）
31.5km 中央林間～渋谷（自社線外）
50.2km 押上～南栗橋（自社線外）
46.5km 押上～久喜（自社線外）

(2) 軌間 1067mm

(3) 最大勾配 35‰（自社線内）

(4) 最小曲線半径 160 m（自社本線内）

(5) 電車線電圧 DC 1500 V

(6) 動作環境 温度-10℃～+50℃

(7) 列車編成 10両編成

(8) 平均走行距離 354.4 km/日

(9) 平均駅間距離 1.3 km（自社線内）

(10) 最小運転時隔 2分15秒（自社線内）



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

1. 公告予定年度・数量 2024年度：車輪旋盤装置 1台（G（軌間）＝1,435㎜用）

2. 納入箇所 小石川車両基地

3. 製品仕様

(1) 概要 車両から車輪を取外すことなく在姿のままで車輪の削正及び測定を行う装置（床下型車輪旋盤装置）

(2) 対象車系 銀座線1000系
丸ノ内線2000系

(3)構造 旋盤本体、油圧ユニット、制御盤、吸煙装置、切粉処理装置 等から構成される。

(4)主要寸法等 旋盤本体：W2500mm×D2100mm×H2300mm程度 重量：20000㎏程度
油圧ユニット：W1220mm×D850mm×H1210mm程度 重量：500㎏程度
制御盤：W650mm×D2250mm×H2000mm程度 重量：900㎏程度
※ 詳細は別途協議とする。

(5)性能 削正方法：CNC方式
軌間：1,435㎜(標準軌)
削正車輪：直径 600～1,400mm、幅 120～145mm
削正精度：車輪踏面の振れ 0.1以下

左右車輪直径差 0.1mm以下
輪郭形状誤差 0.2mm以下

削正能力：切削速度 8～125m/min
送り量 0.15～3.0mm/rev
最大切込量 0.5～10mm

削正可能最大軸重：25,000㎏

(6)その他 JIS、JEM、JEC、電気設備技術基準等、その他関係する法令規則に適合すること。

4. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

20

車両関係品＞車輪旋盤装置



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

1. 公告予定年度・数量 2024年度：レール・52,100m
2025年度：レール・51,400m

2. 製品仕様

(1) レール種類 50Nレール、50N熱処理レール（重量50.4㎏/m）：12.5m、15.0m、25.0m
60レール、60熱処理レール（重量60.8㎏/m）：12.5m、15.0m、25.0m

(2) 規格 東京地下鉄株式会社 普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書

(3) 形状 50Nレール 60レール

(4)寸法許容差

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

軌道関係品＞レール （1/2）

21



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

軌道関係品＞レール （2/2）
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4. 敷設環境・条件 • 普通レール：地上部、トンネル内、橋梁部の直線及び曲線半径≧600mの平面曲線
• 熱処理レール：地上部、トンネル内の曲線半径<600mの平面曲線及び分岐部

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたっては、弊社が発行する製品認定書の提出が原則必要となります。製品認定書の発行手続きについて
は、事務連絡「製品認定書の発行について」（※１）を参照してください。なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上
の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を検討されているお取引先様は、十分前もってお問
合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
① 契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期

間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、試験
終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

軌道関係品＞分岐器（50N 16# 内方分岐器） （1/2）
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1. 公告予定年度・数量 2024年度：分岐器1組

2. 製品仕様

(1) 分岐器種類 50N  16# 内方分岐器

(2) 規格 ①日本産業規格 鉄道用分岐器類 JIS E 1303
②日本産業規格 鉄道用線路 JIS Eの各規格
③東京地下鉄株式会社 分岐器製作仕様書、分岐器防振装置製作仕様書

普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書
合成まくらぎ製作仕様書、マンガンクロッシング製作仕様書

(3)仕上がり基準
項 目

レール種別
備考

50N

軌 間
基準線側

±2㎜

隣り合う締結装置間の狂いの差は±1㎜とする。
分岐線側

通 り
基準線側 10mの弦長による。ただし、1m間の狂い量は、

1㎜とする。分岐線側

水 準
基準線側

-
分岐線側

バックゲージ
H型ガード 基準値+2㎜, 0㎜ -

その他のガード 基準値+3㎜, -1㎜ -

ポイント・可動K字クロッシングの行程 ±５㎜ -

継目部
食違い 1.0㎜ -

段違い 0.5㎜ -

主レールとガードレールの間隔 +1㎜, -0.5㎜ -

主レールとガードレールの高さ +1.5㎜, -2㎜ -



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

軌道関係品＞分岐器（50N  16# 内方分岐器） （2/2）
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(4) 寸法許容差

(5)ポイント部の接着
及び密着

接着状態：トングレールと基本レールのすき間が先端から500㎜以内は0.5㎜、その他においても1㎜以内とする。
密着状態：0.98kN、弾性ポイントの場合は2.94kNの加圧状態で、先端から500㎜以内は、完全に密着すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 敷設環境・条件 地上部及びトンネル内

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたって分岐器で使用するレールは、弊社が発行する製品認定書を取得しているレール、若しくは製品
認定書を取得している製造元から調達するレールが望ましい。製品認定書の発行手続きについては、事務連絡「製品
認定書の発行について」（※１）を参照してください。
なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を

検討されているお取引先様は、十分前もってお問合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
①契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験

（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、
試験終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

測定箇所 寸法許容差

分岐器全長 ±10㎜

継目遊間 ±1㎜

分岐器前後端直角狂い ±5㎜

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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1. 公告予定年度・数量 2024年度：分岐器1組

2. 製品仕様

(1) 分岐器種類 50N  10# 渡り線分岐器

(2) 規格 ①日本産業規格 鉄道用分岐器類 JIS E 1303
②日本産業規格 鉄道用線路 JIS Eの各規格
③東京地下鉄株式会社 分岐器製作仕様書、分岐器防振装置製作仕様書

普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書
合成まくらぎ製作仕様書、マンガンクロッシング製作仕様書

(3)仕上がり基準
項 目

レール種別
備考

50N

軌 間
基準線側

±2㎜

隣り合う締結装置間の狂いの差は±1㎜とする。
分岐線側

通 り
基準線側 10mの弦長による。ただし、1m間の狂い量は、

1㎜とする。分岐線側

水 準
基準線側

-
分岐線側

バックゲージ
H型ガード 基準値+2㎜, 0㎜ -

その他のガード 基準値+3㎜, -1㎜ -

ポイント・可動K字クロッシングの行程 ±５㎜ -

継目部
食違い 1.0㎜ -

段違い 0.5㎜ -

主レールとガードレールの間隔 +1㎜, -0.5㎜ -

主レールとガードレールの高さ +1.5㎜, -2㎜ -



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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(4) 寸法許容差

(5)ポイント部の接着
及び密着

接着状態：トングレールと基本レールのすき間が先端から500㎜以内は0.5㎜、その他においても1㎜以内とする。
密着状態：0.98kN、弾性ポイントの場合は2.94kNの加圧状態で、先端から500㎜以内は、完全に密着すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 敷設環境・条件 地上部及びトンネル内

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたって分岐器で使用するレールは、弊社が発行する製品認定書を取得しているレール、若しくは製品
認定書を取得している製造元から調達するレールが望ましい。製品認定書の発行手続きについては、事務連絡「製品
認定書の発行について」（※１）を参照してください。
なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を

検討されているお取引先様は、十分前もってお問合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
①契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験

（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、
試験終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

測定箇所 寸法許容差

分岐器全長 ±10㎜

継目遊間 ±1㎜

分岐器前後端直角狂い ±5㎜

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

軌道関係品＞分岐器（50N 12# 片開き分岐器） （1/2）
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1. 公告予定年度・数量 2024年度：分岐器1組

2. 製品仕様

(1) 分岐器種類 50N  12# 片開き分岐器

(2) 規格 ①日本産業規格 鉄道用分岐器類 JIS E 1303
②日本産業規格 鉄道用線路 JIS Eの各規格
③東京地下鉄株式会社 分岐器製作仕様書、分岐器防振装置製作仕様書

普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書
合成まくらぎ製作仕様書、マンガンクロッシング製作仕様書

(3)仕上がり基準
項 目

レール種別
備考

50N

軌 間
基準線側

±2㎜

隣り合う締結装置間の狂いの差は±1㎜とする。
分岐線側

通 り
基準線側 10mの弦長による。ただし、1m間の狂い量は、

1㎜とする。分岐線側

水 準
基準線側

-
分岐線側

バックゲージ
H型ガード 基準値+2㎜, 0㎜ -

その他のガード 基準値+3㎜, -1㎜ -

ポイント・可動K字クロッシングの行程 ±５㎜ -

継目部
食違い 1.0㎜ -

段違い 0.5㎜ -

主レールとガードレールの間隔 +1㎜, -0.5㎜ -

主レールとガードレールの高さ +1.5㎜, -2㎜ -



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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(4) 寸法許容差

(5)ポイント部の接着
及び密着

接着状態：トングレールと基本レールのすき間が先端から500㎜以内は0.5㎜、その他においても1㎜以内とする。
密着状態：0.98kN、弾性ポイントの場合は2.94kNの加圧状態で、先端から500㎜以内は、完全に密着すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 敷設環境・条件 地上部及びトンネル内

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたって分岐器で使用するレールは、弊社が発行する製品認定書を取得しているレール、若しくは製品
認定書を取得している製造元から調達するレールが望ましい。製品認定書の発行手続きについては、事務連絡「製品
認定書の発行について」（※１）を参照してください。
なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を

検討されているお取引先様は、十分前もってお問合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
①契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験

（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、
試験終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

測定箇所 寸法許容差

分岐器全長 ±10㎜

継目遊間 ±1㎜

分岐器前後端直角狂い ±5㎜

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

軌道関係品＞横取装置（50N 8# 可動式横取装置） （1/2）
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1. 公告予定年度・数量 2024年度：横取装置1組

2. 製品仕様

(1) 分岐器種類 50N  8# 可動式横取装置

(2) 規格 ①日本産業規格 鉄道用線路 JIS Eの各規格
②東京地下鉄株式会社 可動式横取り装置組立製作仕様書

普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書

(3)仕上がり基準

(4) 寸法許容差

(5)横取り材と本線レー
ルの接着

接着状態：横取り材と本線レールのすき間が先端から500㎜以内は0.5㎜、その他においても2㎜以内とする。

項 目 数 値

軌 間 +2㎜, -1㎜

通 り ±3㎜

水 準 ±2㎜

バックゲージ 基準値±3㎜

主レールとガードレールの間隔 +1㎜, -0.5㎜

主レールとガードレールの高さ +1.5㎜, -2㎜

測定箇所 寸法許容差

可動式横取装置全長 ±10㎜

継目遊間 ±1㎜

可動式横取装置前後端直角狂い ±5㎜



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 敷設環境・条件 地上部及びトンネル内

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたって横取装置で使用するレールは、弊社が発行する製品認定書を取得しているレール、若しくは製
品認定書を取得している製造元から調達するレールが望ましい。製品認定書の発行手続きについては、事務連絡「製
品認定書の発行について」（※１）を参照してください。
なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を

検討されているお取引先様は、十分前もってお問合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
①契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験

（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、
試験終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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1. 公告予定年度・数量 2024年度：分岐器1組

2. 製品仕様

(1) 分岐器種類 50N  10# シーサスクロッシング

(2) 規格 ①日本産業規格 鉄道用分岐器類 JIS E 1303
②日本産業規格 鉄道用線路 JIS Eの各規格
③東京地下鉄株式会社 分岐器製作仕様書、分岐器防振装置製作仕様書

普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書
合成まくらぎ製作仕様書、マンガンクロッシング製作仕様書

(3)仕上がり基準
項 目

レール種別
備考

50N

軌 間
基準線側

±2㎜

隣り合う締結装置間の狂いの差は±1㎜とする。
分岐線側

通 り
基準線側 10mの弦長による。ただし、1m間の狂い量は、

1㎜とする。分岐線側

水 準
基準線側

-
分岐線側

バックゲージ
H型ガード 基準値+2㎜, 0㎜ -

その他のガード 基準値+3㎜, -1㎜ -

ポイント・可動K字クロッシングの行程 ±５㎜ -

継目部
食違い 1.0㎜ -

段違い 0.5㎜ -

主レールとガードレールの間隔 +1㎜, -0.5㎜ -

主レールとガードレールの高さ +1.5㎜, -2㎜ -



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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(4) 寸法許容差

(5)ポイント部の接着
及び密着

接着状態：トングレールと基本レールのすき間が先端から500㎜以内は0.5㎜、その他においても1㎜以内とする。
密着状態：0.98kN、弾性ポイントの場合は2.94kNの加圧状態で、先端から500㎜以内は、完全に密着すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 敷設環境・条件 地上部及びトンネル内

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたって分岐器で使用するレールは、弊社が発行する製品認定書を取得しているレール、若しくは製品
認定書を取得している製造元から調達するレールが望ましい。製品認定書の発行手続きについては、事務連絡「製品
認定書の発行について」（※１）を参照してください。
なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を

検討されているお取引先様は、十分前もってお問合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
①契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験

（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、
試験終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

測定箇所 寸法許容差

分岐器全長 ±10㎜

継目遊間 ±1㎜

分岐器前後端直角狂い ±5㎜

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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1. 公告予定年度・数量 2024年度：分岐器1組

2. 製品仕様

(1) 分岐器種類 60  16# シーサスクロッシング

(2) 規格 ①日本産業規格 鉄道用分岐器類 JIS E 1303
②日本産業規格 鉄道用線路 JIS Eの各規格
③東京地下鉄株式会社 分岐器製作仕様書、分岐器防振装置製作仕様書

普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書
合成まくらぎ製作仕様書、マンガンクロッシング製作仕様書

(3)仕上がり基準
項 目

レール種別
備考

60

軌 間
基準線側 ±1㎜

隣り合う締結装置間の狂いの差は±1㎜とする。
分岐線側 ±2㎜

通 り
基準線側 ±1㎜ 10mの弦長による。ただし、1m間の狂い量は、

1㎜とする。分岐線側 ±2㎜

水 準
基準線側 ±1㎜

-
分岐線側 ±2㎜

バックゲージ
H型ガード 基準値+2㎜, 0㎜ -

その他のガード 基準値+3㎜, -1㎜ -

ポイント・可動ｋ字クロッシングの行程 ±5㎜ -

継目部
食違い 1.0㎜ -

段違い 0.5㎜ -

主レールとガードレールの間隔 +1㎜, -0.5㎜ -

主レールとガードレールの高さ +1,5㎜, -2㎜ -



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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(4) 寸法許容差

(5)ポイント部の接着
及び密着

接着状態：トングレールと基本レールのすき間が先端から500㎜以内は0.5㎜、その他においても1㎜以内とする。
密着状態：0.98kN、弾性ポイントの場合は2.94kNの加圧状態で、先端から500㎜以内は、完全に密着すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 敷設環境・条件 地上部及びトンネル内

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたって分岐器で使用するレールは、弊社が発行する製品認定書を取得しているレール、若しくは製品
認定書を取得している製造元から調達するレールが望ましい。製品認定書の発行手続きについては、事務連絡「製品
認定書の発行について」（※１）を参照してください。
なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を

検討されているお取引先様は、十分前もってお問合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
①契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験

（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、
試験終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

測定箇所 寸法許容差

分岐器全長 ±10㎜

継目遊間 ±1㎜

分岐器前後端直角狂い ±5㎜

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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1. 公告予定年度・数量 2025年度：分岐器2組

2. 製品仕様

(1) 分岐器種類 50N  10# 渡り線分岐器

(2) 規格 ①日本産業規格 鉄道用分岐器類 JIS E 1303
②日本産業規格 鉄道用線路 JIS Eの各規格
③東京地下鉄株式会社 分岐器製作仕様書、分岐器防振装置製作仕様書

普通レール製作仕様書、熱処理レール製作仕様書
合成まくらぎ製作仕様書、マンガンクロッシング製作仕様書

(3)仕上がり基準
項 目

レール種別
備考

50N

軌 間
基準線側

±2㎜

隣り合う締結装置間の狂いの差は±1㎜とする。
分岐線側

通 り
基準線側 10mの弦長による。ただし、1m間の狂い量は、

1㎜とする。分岐線側

水 準
基準線側

-
分岐線側

バックゲージ
H型ガード 基準値+2㎜, 0㎜ -

その他のガード 基準値+3㎜, -1㎜ -

ポイント・可動K字クロッシングの行程 ±５㎜ -

継目部
食違い 1.0㎜ -

段違い 0.5㎜ -

主レールとガードレールの間隔 +1㎜, -0.5㎜ -

主レールとガードレールの高さ +1.5㎜, -2㎜ -



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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(4) 寸法許容差

(5)ポイント部の接着
及び密着

接着状態：トングレールと基本レールのすき間が先端から500㎜以内は0.5㎜、その他においても1㎜以内とする。
密着状態：0.98kN、弾性ポイントの場合は2.94kNの加圧状態で、先端から500㎜以内は、完全に密着すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 敷設環境・条件 地上部及びトンネル内

5.入札参加にあたっての
注意事項

入札参加にあたって分岐器で使用するレールは、弊社が発行する製品認定書を取得しているレール、若しくは製品
認定書を取得している製造元から調達するレールが望ましい。製品認定書の発行手続きについては、事務連絡「製品
認定書の発行について」（※１）を参照してください。
なお、性能評価試験を実施する場合は1年以上の期間が必要となることから、弊社の一般競争入札案件への参加を

検討されているお取引先様は、十分前もってお問合せ頂きますようお願いいたします。

a. 製品認定書審査項目（※２）
①契約の履行確実性（財務体制、同規模案件の納入実績、設計管理体制、製造管理体制、保守体制等）
②当社要求水準に対する製品適合度

（仕様書への適合、製造能力・検査体制、外部機関による技術的要求事項評価（技術基準適合証明）、
当社路線条件における信頼性）

b. 審査方法
① 書類審査
② 必要により、当社指定の方法による実機での性能評価試験

（営業線試験（や第三者認証）を実施する場合の期間：１〜２年程度）

c. 留意事項：試験等に関する費用は、原則として、お取引先様の負担となります。なお、試験用のプロトタイプは、
試験終了後、お取引先様に返却いたします。

※１ 下記ページに掲載
https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html
※２ 入札時に再度審査する内容も含まれます。

測定箇所 寸法許容差

分岐器全長 ±10㎜

継目遊間 ±1㎜

分岐器前後端直角狂い ±5㎜

https://www.tokyometro.jp/corporate/business/procurement/index.html


※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

1. 公告予定年度・数量 2024年度：軌道モーターカー・4台(20t車 G＝1,067㎜用)
2025年度：軌道モーターカー・2台(20t車 G=1,067㎜用)
※G：軌間

2. 製品仕様

(1) 概要 東京地下鉄株式会社の線路上（G=1,067mm）を走行し、油圧クレーン及び発電機を装備し、各運搬車を連結しての
重量機材等の運搬を目的とした軌道モーターカーである。

(2) 走行性 20t車：自車を除く牽引荷重60t時に55/1,000 (55‰) の線路上を5km/h以上で走行可能であること。

(3) 主要寸法等

軌道関係品＞軌道モーターカー（工務部用） （1/2）
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20t車

G=1,067mm① G=1,067mm②

車体

最大長
8,000㎜

+0㎜ -20㎜
8,000㎜

+0㎜ -20㎜

最大幅
2,600㎜

+0㎜ -20㎜
2,400㎜

+0㎜ -20㎜

最大高
RLより3,800㎜

+0㎜ -20㎜
※吊り金具を含む

RLより3,400㎜
+0㎜ -20㎜

※吊り金具を含む

床面

長さ
7,000㎜

+0㎜ -10㎜
7,000㎜

+0㎜ -10㎜

幅
2,600㎜

+0㎜ -10㎜
2,600㎜

+0㎜ -10㎜

高さ
RLより1,100㎜

±15㎜
RLより1,100㎜

±15㎜

運転室

長さ
2,500㎜
±10㎜

2,500㎜
±10㎜

幅
2,400㎜

+0㎜ -10㎜
2,400㎜

+0㎜ -10㎜

高さ
1,600㎜以上で
車体最大高以内

1,600㎜以上で
車体最大高以内

バックゲージ
989㎜

+1㎜ ｰ0㎜
989㎜

+1㎜ ｰ0㎜

自重 20,000㎏ 20,000㎏



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。
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(4) その他 排気ガスは国土交通省の基準値に適合すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 【参考】 製品写真



※本資料の内容は、公表時点での予定であり、実際に発注する時点において当社都合により変更となる場合又は本資料に掲載されていない物品が発注される場合がある。

1. 公告予定年度・数量 2023年度：架線検測用軌道モーターカー 1台（軌間：1,067㎜用）

2. 製品仕様

(1) 概要 剛体及びカテナリ電車線トロリ線の高さ、偏い、摩耗を検測する装置を搭載した軌道モーターカー。東京地下鉄株式会
社における軌間: 1067mmの線路上を走行しながら架線を検測できる。

(2) 走行性

(3)架線検測条件・精度

(4)主要寸法等 寸法：検討中 重量：検討中

(5)その他 排気ガスは国土交通省の基準値に適合すること。

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 【参考】 製品写真

電気・信号通信関係品＞架線検測用軌道モーターカー
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最大速度（前後進等速） 40km/h（水平な場所）

速度調整範囲 0～45km/h

登坂能力 勾配45‰

項目 剛体（梯形トロリ線） カテナリ（丸型トロリ線）

測定範囲

高さ 4,250～4,650㎜ 4,250～5,400㎜

偏い 左右300㎜ 左右300㎜

摩耗 残存量5～15㎜ 残存量4～16㎜

検測速度 0～45km/h 0～45km/h

検測間隔 25㎜ 25㎜

※動的測定精度は、検討中

架線検測用軌道モーターカー イメージ架線検測装置 イメージ
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電気・信号通信関係品＞ミリ波送信制御器・ミリ波送信機
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1. 公告予定年度・数量 2023年度：ミリ波送信制御器・ミリ波送信器 1式＜丸ノ内線＞

2. 製品仕様

(1) 主な機能 地上設備であり、ホームの状況、車両ドアの状態等を確認するためのカメラからの映像信号を、ホームドア制御器等の
外部からの各種条件に応じてミリ波送信制御器で集約する。集約されたカメラ映像等をミリ波送信機にて、車上に伝
送する。

(2) 主な性能 【ミリ波送信制御器】
・外部からの各種条件によるミリ波送信機の送信を制御できるものである。
・外部からの各種条件により複数のカメラ映像を切替できるものである。
・カメラからの映像信号を分配できるものである。
・カメラからの映像信号に指定した文字を重畳できるものである。
・３両編成用と６・８・１０両編成用の２タイプである。
【ミリ波送信機】
・送信周波数は、ミリ波周波数帯を用いたものである。
・ミリ波送信制御器からの最大四つの映像を集約し、1台で送信できるものである。

(3) その他 送信周波数 電源電圧
ＣＨ１：４３．５２ＧＨｚ ＡＣ１００Ｖ±１０％以内、５０Ｈｚ
ＣＨ２：４３．５６ＧＨｚ
ＣＨ３：４３．６０ＧＨｚ
ＣＨ４：４３．６４ＧＨｚ

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。

4. 物品概要図

ミリ波送信制御器
（６・８・１０両編成用）

ミリ波送信制御器
（３両編成用）

ミリ波送信機
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1. 公告予定年度・数量 2023年度：電子連動装置・1式＜半蔵門線＞
（無線式列車制御化に伴い更新する電子連動装置）

2. 製品仕様

(1) 概要 連動駅構内又は車両基地構内における列車運転若しくは車両入換を安全かつ確実に実施する目的で、関係する進路
（対向、競合等）及び転てつ機を鎖錠するとともに、進路と転てつ機に一定の順序と制御を設けて連鎖させる。

(2) 電子連動装置の総合定格（本線/車両基地 1か所あたり）

ア 進路数 80/150進路（システム動作周期に対する機能の最大値）

イ 軌道回路数 50/80T（システム動作周期に対する機能の最大値）

ウ 制御転てつ機数 20/50組（単動、2動、3動、4動）（システム動作周期に対する機能の最大値）

エ 制御信号機数 20/50基（システム動作周期に対する機能の最大値）

オ 制御及び鎖錠 別途指示による

カ システム動作周期 200/300ms以下

キ 連動シーケンス 結線処理による。

ク 交流入力電源 AC105V±10%（最大5kVA）/AC105V±10%（最大10kVA）

ケ 直流電源電圧 DC5V±5%/ DC5V±5% （内部用）
DC24V±10%/DC24V±10%（内部用）
DC28V±10%/DC28V±10%（外部用）

コ 進路構成時間
（てこ反位から鎖錠
完了まで）

転てつ機転換あり：転換時分+2s以下/転換時分+3s以下
転てつ機転換なし：2s以下/3s以下

3. 納入条件 受注者の責任において、日本国内の指定場所に納入する。
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ATP地上装置等 連動論理架 電子端末架 外線端子架
外部装置

（転てつ機・表示灯等）

連動制御盤

電子連動装置

太枠内：調達対象

軌道回路装置
（相直駅・車両基地のみ）


